別記様式第５号(第６条関係)

令和　　年　　月　　日
御嵩町長　　　　宛て
申請者　所在地　　　　　　　　　　　　　
団体名　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　印
連絡先　　　　　　　　　　　　　
御嵩町高齢者いきがい活動支援センター指定管理者指定申請書
　御嵩町高齢者いきがい活動支援センターの指定管理者の指定を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
　１　指定を受けようとする施設：高齢者いきがい活動支援センターみたけ
　２　指定を受けようとする期間：令和５年４月１日～令和１０年３月３１日
　３　添付書類
　　(1) 事業計画書
　　(2) 収支予算書
　　(3) 定款、寄附行為、規約等
　　(4) 法人にあっては、登記簿謄本
　　(5) 収支決算書
　　(6) 団体の概要を記載した書類
高齢者いきがい活動支援センターみたけ事業計画書
法人・団体名：
１　管理運営方針
　（1）管理運営にあたっての理念及び基本方針
　（2）管理運営にあたっての提案
２　人的体制
　（1）管理責任者
　（2）職員配置
　（3）人材育成・研修計画
３　緊急時の対応
　
（1）事故発生時の対応
（2）災害発生時の対応
（3）利用者間のトラブルへの対応
（4）防犯対策
４　管理の質及び利用者サービスの向上
　（1）サービス向上の方策
　（2）利用促進の方策
　（3）地域や他の施設との連携
　（4）利用者の要望の把握及び実現方策
　（5）自己評価の取組み
　（6）個人情報保護の措置
５　自主事業実施計画（事業名、目的・内容、実施時期・回数等）
高齢者いきがい活動支援センターみたけ事業収支計画書
法人・団体名：
１　収入
（単位：円）
	項目
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度
	令和9年度
	合計
	備考
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	合計
	　
	　
	　
	
	
	　
	　


　
＊項目別の積算内訳書を添付してください。
＊金額は、税込み（税率10％）で記入してください。
２　支出
（単位：円）
	項目
	令和5年度
	令和6年度
	令和7年度
	令和8年度
	令和9年度
	合計
	備考

	
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	
	
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	　
	　
	　
	
	
	　
	　


　
＊項目別の積算内訳書を添付してください。
＊金額は、税込み（税率10％）で記入してください。

令和　　年　　月　　日
誓　約　書
御嵩町長　宛て
［法人、団体にあっては事務所所在地］
住　所：
［法人、団体にあっては法人・団体名、代表者］
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　高齢者いきがい活動支援センターみたけの指定管理者の指定申請にあたり，公募要項に規定する応募資格を満たし，下記の事項及び提出書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。 後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合，もしくは応募受付後，誓約した内容に違反した場合は，無効又は失格とされても異議を申し立てません。また，下記に規定する資格要件を確認するため，御嵩町が岐阜県警察本部等関係機関に対して，役員等名簿を調査・照会資料として使用することに承諾します。
記
（1）　地方自治法施行令第167条の４の規定により、国、他の地方公共団体及び町の一般競争入札の参加を制限されていないこと。
（2）　役員等が禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで、又はその執行を受けることがなくなるまでの者が含まれていないこと。
（3）　会社更生法、民事再生法等による更生・再生手続き等を行っていないこと。
（4）　応募書類提出時点で、御嵩町の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の指名停止等の措置を受けていないこと。
　（5）　直近３年間の法人税、法人住民税（市町村民税法人分）、法人事業税、消費税及び地方消費税などを滞納していないこと。
　（6）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年５月15日法律第77号）第２条第２項に掲げる暴力団又はその構成員、若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制下にあり、事実上の運営に影響が及んでいないこと。（暴力団の利益となる活動を行うことを含む。）
